改善すべきゴミ処理広域化計画
０３Ｅ２３０　松下　仁美

はじめに
私達の家庭などから出されたゴミは、選別、焼却、破砕、リサイクルなどで減量化、無害化、資源化され、最終的に残ったゴミは「最終処分場」に埋め立てられますが、近年、この最終処分場の確保が国家的課題となっている。

　はじめの計画では、町独自のゴミ処理場だったが、こうした施設には、高度な処理能力や環境対策機能が必要であり、それに伴う莫大な経費がかかり、これらをそれぞれの市町村が単独で建設すると大きな負担になると考えられた。このことにより、国や県の指導の元、ごみ処理の広域化計画によって、宮崎県北部の日向市を除く７町村では、平成１３年４月に個々の市町村で行うべき行政の一部を、必要に応じて複数の自治体が経費を分担して効率的に共同処理する「広域連合」を組織し、最終処分場を共同で建設する形へと変えていった。その最終処分場は、公文書公開請求周辺住民に十分な説明のないままに、町行政と議会が馴れ合いとなり、議会はその当時現地調査もしておらず、いつのまにか用地の買収が行われ、ゴミ最終処分場計画が進められていた。建設予定地については、各町村から候補地を挙げて現地調査を行い、協議の結果、平成１１年に私の出身地である宮崎県の「門川町栄ヶ丘」を予定地として決めた。　
そのことがきっかけとなり、ゴミ処理広域化計画とは、何か？最終処分場とは何か？その必要性、その経緯について、住民側と行政側の相違やごみの処分のあり方について考察していきたいと思う。

第一章では、ゴミ処理の広域化となった経緯、それに伴い計画された最終処分場について、なぜそのような計画が必要だったかをまとめている。また、その計画によって設置された連合、計画策定の趣旨についても述べている。
第二章では、ゴミ処理の広域化計画は、本当に必要なのか？そして、どんな課題・問題があるのか、メリット、デメリットについてまとめている。

第三章では、ゴミ処理の広域化についての行政側と住民側の意見をまとめている。また、それによってこれから解決すべき問題点を見出し、解決策を提示し、論じる。

まとめでは、第一章～第三章まで、論じてきたことを参考にし、なんのためのごみ処理広域化計画かを考え、今後のごみ処理のあり方について考えていきたいと思う。

第一章　ゴミ処理広域化計画はなぜ必要か？
　今、「ゴミ問題」に関心を持つ人の目は、最終処分場の建設と「ダイオキシン」に注がれている。その陰で、厚生省がひそかに廃棄物政策を、大量生産・大量消費・大量廃棄を拡大する方向へと向かってしまったことに気づく人は少ない。それは、これまで、市町村が担っていたゴミ行政を国と県で統括し、それに市町村を従わせるという、中央集権型の政策である。ゴミ行政が始まって以来の劇的な大転換で、その名を「ゴミ処理の広域化」計画という。
　厚生省の狙いは、全国の市町村が抱える約３，３００の焼却炉を、２０２０年頃までに３分の１ほどに集約し、ダイオキシン発生の少ない大型高温炉に置き換えることだ。そこから出た灰は溶かし固めて「再利用」し、それによって処分場の延命をはかる。これぞ循環型社会の到来というわけで、業務には新たに設立する広域組織があたる。これだけ聞けば、「広域化」の方が合理的だと思うかもしれない。
　しかし、そうではない。それどころか「ゴミ処理の広域化」は、私たちが廃棄物を通じて抱いている漠然とした危惧を現実のものにする。その危惧とは、後戻りできない大量生産・大量消費・大量廃棄の世界であり、それによる未来世代への思いつけである。ようやく高まってきた環境保護・リサイクルの波に大きく水を差すことにもなりえることだ。

　ゴミ処理広域化計画は、ゴミの排出抑制、資源化の推進を基本に、中・長期的に、ゴミ処理施設の集約化を図っていくことにより、ダイオキシン類の削除、未利用エネルギーの有効活用や公共事業費のコスト縮減等を目指しており、そのための県民、事業者、行政の役割や計画の推進方法などについて方向を示したものが以下の７つである。
１．排出抑制によるごみ減量
　発生するゴミそのものの排出量を極力抑制し、焼却処理するゴミの量を減らすことが最も重要で、そのためには、広域的な立場から排出抑制・減量化システムの統一化を図り、普及・啓発に努める。
２．ダイオキシン削減対策

　小規模施設の集約化や共同処理を行い、高度なダイオキシン類排出防止機能をもつ大規模施設を建設することによって、わが国のダイオキシン類排出量の８０～９０％を占めるといわれるゴミ焼却炉から排出させるダイオキシン類を低減化する。
３．焼却残渣の高度処理対策

　　焼却炉から発生する焼却炉や煤塵については、ダイオキシン対策や資源化を図ることを目指して溶融固化等高度な技術を用いて広域的な処理を行う。

４．マテリアル（物質）リサイクルの推進

　　リサイクルプラザ等の処理施設を広域的に整備し、不燃ゴミ・粗大ゴミ及び資源（容器包装）ゴミの資源化を図る。また、溶融スラグについても、安全性を確認しながら、可能な限り資源化・有効利用を図る。

５．サーマル（熱）リサイクルの推進
　　新設される焼却施設や直接溶融施設においては、可能な限りゴミ発電等による効率的な余熱利用を行い、サーマルリサイクルを推進する。

６．最終処分場の確保

　　溶融固化等により、埋立対象物の減量化・無害化を図るとともに、浸出水の高度処理設備を備えた広域最終処分場を設備する。

７．コストの縮減

　　ゴミ処理の高度化に伴う経費の高騰を抑制するため処理・処分施設の集約化を図り、建設費や維持管理費を削減するとともに、効率的なゴミの収集・運搬に努める。
　社会情勢がめまぐるしく変化する現代において、地方自治体も、より高度で多様化した行政運営が求められている。また、生活圏の拡大に伴う利便性の向上や地方分権・行政改革を推進する上で、広域行政の必要性は高まり、広域行政体制の整備が重要な課題となっている。
　こうした中、宮崎県の日向東臼杵郡南部では、平成１０年に「日向入郷広域行政研究会」を設置して圏域の抱える課題解決のための調査研究を行い、日向市を除く７町村における一般廃棄物最終処分場の整備を広域行政で行うことにした。そこで、昭和４７年からごみ焼却施設と、し尿処理施設の事務を広域処理していた「日向地区衛生施設組合」を発展的に解散させ、４つの施設の設置及び管理運営事務を行う「日向東臼杵南部広域連合」を平成１３年４月に設立した。
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ゴミ処理の広域化計画は、地方自治法第２９１条の７の規定に基づき、広域連合を組織する市町村(以下「構成団体」という。)や広域連合が行う施策の指針を示すものである。構成団体の基本構想やその他諸計画との調和を図り、広域連合規約第５条に規定する項目について必要な事項を定めた。

(根拠法等)

◎地方自治法第２９１条の７の主な規定

広域連合は、当該広域連合が設けられた後、速やかに、その議会の議決を経て、広域計画を作成しなければならない。 

広域計画を作成するに当たっては、市町村の基本構想及び他の法律の規定による計画であって当該広域計画の項目に関する事項を定めるものとの調和が保たれるようにしなければならない。 

広域連合は、広域計画を作成したときは、直ちに、構成団体の長に送付し、かつ住民に公表し、県知事に提出しなければならない。 

広域連合や構成団体は、広域計画に基づいてその事務処理をおこなわなければならない。 

広域連合長は、構成団体の事務処理が、広域計画の実施に支障があると認めるときは、議会の議決を経て、当該構成団体に対し必要な措置を講ずるよう勧告できる。 

◎通知

広域計画には、広域連合の処理する事務のみならず、構成団体が相互に役割分担を行い、連絡調整を図りながら処理することが必要な事務についても定めるものであること。(平成７年６月１５日自治省通知)

　以上のような趣旨によりゴミの広域化計画が定められている。

　ゴミ処理広域化計画と一番関係があるのは、最終処分場である。最終処分場とは、一般廃棄物及び産業廃棄物を埋立て処分するのに必要な場所及び施設・設備の総体を指している。全ての廃棄物が資源として再生され、埋立て処分するべきものがないのが理想であるが、現実には経済的、技術的な理由から、資源化が困難な廃棄物や中間処理後の廃棄物を受け入れる施設が必要であり、それが最終処分場である。その意味では、文字通り廃棄物処理の最終段階に位置する施設が最終処分場といえる。ゴミ（廃棄物）最終処分場の形式には、以下の３種類がある。

１．安定型処分場（全国に約１４００ヶ所）

安定５品目（ガラス、陶器、金属、廃プラスチック、建設廃材、ゴムくず）の産業廃棄物のみ。腐敗、分解しないもののみが廃棄されるので、地下水汚染防止対策はされていない。
２．管理型処分場（全国に約１０００ヶ所）

汚泥、燃え殻、鉱さい、ばいじん。産業廃棄物と一般廃棄物。 地下水浸透を防ぎ、有機性汚水処理が施されている。 

３．遮断型処分場（全国に約４０ヶ所） 

有害物質を含む産業廃棄物。地下に漏れない構造で、かつ雨水の侵入を防ぎ、最後にコンクリートでふたをする。

廃棄物の最終処分の中で最も効果的方法は，土の持つ浄化能力・保持能力に依存し，廃棄物を安定化（自然還元）する埋立て処分だといわれる。しかし，単に廃棄物を埋め立てるだけでは最終処分とはいえない。最終処分場には，埋立地に廃棄物を安全に封じ込め安定化を促進し，埋立地内で発生する浸出水やガスを周辺環境に影響を与えないよう浄化等の適切な処理を行い，埋立てを終了した後は跡地を地域に還元するなどの機能が求められている。
　廃棄物の処理、処分は、一般廃棄物については市町村が、産業廃棄物にあっては排出事業者が、それぞれの責任において行うことが原則であり、それが困難な場合には処理業者に委託することができるとされている。 

 しかし、最終処分場の建設には防災対策や環境対策に巨額な投資が必要であり、民間事業者にとっては、資金調達や技術能力の面から見ても、それと健全な事業経営を両立させることは、極めて難しくなっています。現実には、民間事業者の一部には不安定な経営がもとで、廃棄物の不適正処理が行われるケースも多くあり、このことが、住民の廃棄物処理施設に対する不安や不信感の増大に繋がっている。 　  

　最終処分場は、最新の技術を導入した構造・設備を備え、また、同時に適切な管理・運営が行われて、はじめて安全性が確保されるものです。また、処分場の跡地についても、地域の住民の憩いの場やレクリエーションの場、さらには地域振興につながる活用が望まれる。しかしながら、民間処分場によって、こうした要請を実現することは極めて困難である。こうしたことから、県や市町村が最終処分場の建設や管理・運営に積極的に関与し、周辺の生活環境の保全等について将来にわたって責任を果たすことができる処分場を整備する必要がある。 　 

　民間による最終処分場の整備が進まない中で、公共関与による処分場が全国的に増えている。現在、都道府県が自ら又は構成員の一部となって建設や管理・運営を行っている最終処分場は、１９府県で２８ヶ所となっている。これらの公共関与による最終処分場については、現在、全ての施設で適正な維持管理が行われており、周辺地域の生活環境等に影響を与えているような事例は発生していません。

○　公共（都道府県）関与による最終処分場数

	
	都道府県数
	遮断型
	安定型
	管理型
	合計

	既設数
	１９
	０
	９
	１９
	２８

	計画数
	１４
	１
	１
	１５
	１７


　国でも、公共関与による最終処分場の整備を積極的に促進しており、そのため、平成３年１０月に廃棄物処理法を改正し、新たに、廃棄物処理センター制度を導入した。この制度は、公共の信用力を活用して安全性、信頼性の確保を図りつつ、民間の資本、人材等を活用して廃棄物処理施設の整備を図るため、公的主体の関与した一定の法人等を環境大臣が廃棄物処理センターとして指定し、これに財政上の支援等を行うものである。環境省では、廃棄物処理センター制度導入の趣旨を踏まえ、その設立に向けて関係団体との調整等に積極的に取り組むよう都道府県を指導している。 

第二章　ゴミ処理の広域化による現状と課題
　広域連合制度は、多様化した広域行政需要に適切かつ効率的に対応するために創設された。共同処理による効率化・合理化により、構成団体の厳しい財政運営の中で、財政負担の軽減に繋がっている。また、構成団体の財政規模にかかわらず、最小の経費で均一化されたサービスが公平に提供されている。

今後、構成団体では、地方分権と、三位一体改革による地方交付税の見直しや国庫負担金の削減により、厳しい行財政運営を進めなければならない時代になってきた。このような中、広域連合の運営にあっても、行財政運営のさらなる効率化を図り、圏域住民の福祉の一層の向上を図っていかなければなりません。

ごみ処理広域化のメリット・デメリットについて、様々な角度から整理した場合、表１のとおりになる。この結果、ごみ処理の広域化にはデメリットも存在しますが、これらをできるだけ低減化させることにより、ごみ処理広域化はメリットがあると考えられる。

表１　ゴミ処理広域化のメリットとデメリット

	項目
	メリット
	デメリット

	経済面
	施設の集約化により、スケールメリットが生じ、施設建設費や維持管理費の削減が期待されます。
	収集距離の長距離化に伴い、運搬経費の増加や中継施設等の整備費用が発生する可能性があります。

	環境面
	建設費が削減できる分を、環境対策や付帯施設に充てることができます。
	廃棄物や運搬車両が施設周辺に集中による、施設周辺の環境負荷の増加や、運搬距離の延長による車両からの二酸化炭素発生量が増加する可能性があります。

	技術面
	ごみ処理の集約化に伴い、ごみ量が確保でき、ごみ質の均一化や安定的な施設の稼動が図れます。
	ごみ処理施設が複数に分散する場合、処理・処分上の効率が低下する可能性があります。

	資源化面
	ごみ処理の集約化に伴い、資源物などの量が確保できるため、流通過程での合理化が図れます。
	自治体間において排出区分や収集形態の統一を図る必要があります。


※参考：広域化検討報告書
現在、門川町、美郷町、諸塚村及び椎葉村における一般廃棄物の最終処分事業は、各町村の安定型最終処分場での埋立てや圏域外の民間管理型最終処分場に運搬して委託処理している。近年、処理基準の改正や廃棄物の圏域外処理に対する諸問題の高まりから、安全で効率的な最終処分体制の確立が課題となり、平成１１年２月、門川町、東郷町、南郷村、西郷村、北郷村、諸塚村及び椎葉村の７町村は、「宮崎県ごみ処理広域化日向・入郷地区市町村ブロック会議」において最終処分場を共同設置することに合意した。その後、同年３月に策定された「宮崎県ごみ処理広域化計画」において７町村共同での管理型最終処分場の整備が明記され、同年７月の「日向・入郷地区ごみ対策協議会」(以下「ごみ対策協議会」という。)において、広域最終処分場を門川町内に新設することが承認された。
これに基づき、7町村では平成１２年４月に「東臼杵南部広域最終処分場整備計画策定協議会」を設置し、建設予定地周辺の住民に対する説明や基本計画策定などの事務を進めてきた。平成１３年４月１日からは、広域連合が運営主体としてその事務を承継している。

平成１４・１５年度において、一般廃棄物最終処分場基本計画方針の策定及び生活環境影響調査を実施し、結果を公表している。これにより用地不足等の新たな課題が判明した。
また、平成１６年７月のごみ対策協議会において、ごみの排出抑制、再利用、再資源化により減量化をはかることが重要であり、循環型社会の構築への早急な取組みが求められていることから、財政事情を含め最終処分場整備より、日向市を含む広域のリサイクルプラザ計画を優先させることを決議しました。その後、リサイクルを目的とした日向市のエコタウン計画が策定されるにあたり、今後これらの計画との整合を図る必要がある。
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○関係町村の最終処分量の推移　(単位:トン)
	区分・年度
	13年度
	14年度
	15年度
	16年度

	門川町
	1,586
	1,386
	1,394
	1,452

	旧東郷町
	164
	179
	153
	232

	美郷町
	176
	163
	182
	176

	　　旧南郷村
	21
	50
	41
	39

	　　旧西郷村
	129
	77
	91
	86

	　　旧北郷村
	26
	36
	50
	51

	諸塚村
	101
	91
	81
	107

	椎葉村
	135
	67
	77
	87

	合計
	2,162
	1,886
	1,887
	2,054


※数値は各町村より提供

「ごみ処理広域化政策」は厚生省課長通達にもとづくものであって、法律的根拠がない。巨額の予算を投入して全国の一般廃棄物処理体制を大きく改変しようとするものであるから、本来なら十分な国会審議と国民的討論をふまえて意思決定されるべきである。しかるに、廃棄物処理法の大幅改正が１９９７年６月に行われたが、そのなかに広域化政策への言及はない。関連法規の大幅改正の国会審議中に、広域化推進が官僚機構の独断で決定されたと推測せざるをえないのである。さらに、広域化・大型化の押しつけは、市町村の自主的決定に任されるべき自治事務への不当な干渉であり、「地方自治の本旨」（憲法92条）に反するものであると言わざるをえない。

ダイオキシン類削減という目的は妥当であるが、その方法論が大型高温焼却炉にのみ過度に傾斜していることは大いに疑問である。最大の問題は発生源対策の欠如である。

発生源対策としてたとえば、塩化ビニルをはじめとする「有機塩素化合物の総量規制」がはかられるべきである。ＰＯＰｓ（残留性有機汚染物質）規制条約の交渉、欧州の建材業界の脱塩素化、厚生省の調理用塩ビ手袋の自粛要請（2000年６月）、カード業界の脱塩ビ化方針（2000年８月）など国内外の動向からもそれが要請されている。

　ガス化溶融炉や直接溶融炉は未完成な技術であり、ドイツのガス漏れ事故（1998年８月）をはじめ事故やトラブルが少なくない。日本の大型炉は欧米に比べて相当割高であるとの指摘もあり、自治体財政の圧迫という観点からも重大である。また、小型焼却炉でもダイオキシン対策は可能であるとの指摘もある。

ダイオキシンが生成しない高温でそれ以外の有害な有機塩素化合物が生成するとの報告もあり、ダイオキシン類のみに傾斜した有害物質対策の合理性には疑問がある。ダイオキシン類だけにこだわった燃焼条件の模索よりも廃棄物の減量と「脱焼却」の方向をめざすべきである。

「ごみ処理広域化政策」は「人口10万人当たり１日処理量100トン以上」の方針であるから、「１人１日１キロ」のごみ焼却を想定していることになり、循環型社会の基本原則のひとつである「ごみ減量」に逆行する。すでに東京都の清掃工場ではごみ減量の進展と不況による「ごみ不足」から焼却炉の休止が相次いでいる。福岡県朝倉町では広域ブロック（１市８町）のガス化溶融炉新設計画にともない、せっかくうまく運転されている生ゴミ循環の堆肥工場の休止が検討されている。「ごみ処理広域化政策」は大型炉連続運転のための「ごみ不足」回避の必要から「大量廃棄社会」の存続を促しかねないものである。
ＲＤＦは、未完成な技術、プラスチックごみ大量焼却による環境汚染の懸念、ごみの分別に逆行する、製造コストが高い、投入エネルギーが大きい、売却価格が安い（相場はトン10円という）のに売れ残り埋め立てられたり焼却される、ダイオキシン対策や重金属対策も容易でない、事故対策が不十分、既設の地域で悪臭・頭痛・吐き気の苦情がある、など多くの問題点が指摘されている。投入エネルギーが大きいことは「エネルギー浪費社会」の存続を促しかねないものでもある。ごみ量確保のために産業廃棄物まで入れることにもなりかねない。大量焼却による炭酸ガスの排出は地球温暖化の要因にもなるだろう。また、ごみの広域大量搬送によるトラック公害の増大も懸念される。

以上のような問題が今後の課題として考えられる。
第三章　ゴミ処理の広域化計画に対する意見
・住民側の意見
1 住宅地にあまりにも近い（一番近い民家で３０ｍ）

2 公害が心配（悪臭・水質汚染・土壌汚染・大気汚染）

3 町長は議会の議決もなしに広域で最終処分場の建設を引き受けてきた。

4 最終処分場の予定地が近いことを正しく町民に知らせず住宅地としてきた。

町長は、栄ヶ丘の候補地が最適地としたのは、７ヶ所の候補地を各町村の担当者が１ヶ所、１ヶ所現地を調査して公正公平に決めたと説明したが、町から交付された最終処分場候補地調査票の調査項目、関係町村候補地の総合評価で明らかな通り公正公平に調査して決めたものとは信用できないとの意見が出ている。

・行政側の意見
国の廃棄物処理基準が変わり、現在の埋立地が使用できなくなった。現在は、廃棄物のうちコンクリート、ガラス、かわら等は現地に埋め立てている。現在の埋立地は、後数年で満杯になり使用できなくなるという意見から、ゴミ処理の広域化計画が必要だといえる。また、広域連合だよりで、処分場に関する特集を掲載し、圏域全世帯に配布し、地元と話し合いについては、栄ヶ丘地区と城ヶ丘地区ともに行い、８市町村の首長全員で事業への理解を求める活動をしている。

　予定地が住宅地に近いという反対意見だが、施設の必要性については十分に理解いただいている。調査を実施すれば、周辺への影響に対する検討ができ、より具体的な計画が示せる。講演会などの啓発活動とともに、そうした情報を明らかにしながら、さらなる話し合いを進め、事業への理解が深まるように努力したい。

　　私たちの日常生活から出る一般廃棄物、産業活動から排出される産業廃棄物の減量化、再資化、安定化が進んでいる。しかし産業廃棄物も含め全ての廃棄物の再資源化が困難であり、開発された技術を事業拡大した場合、コスト的に高価なものになり財政難からの撤退も見られる。

このような状況からも最終処分場は不可欠な施設であり、「安定した最終処分場」の必要性が叫ばれてきている。しかし、現状は各地で最終処分場の建設反対運動などが活発で、新規最終処分場の確保が難しい状況であり、最終処分場は”迷惑施設”という考えが強く、私たち自身に必要不可欠な施設という乏しい考えが現状である。

まとめ

　全国的に問題となっている最終処分場問題の根本の原因は、これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄を中心とする産業構造にある。ゴミとして処分される物質の製造・流通自体を抑制する資源循環型社会が実現するならば、現在の紛争の原因となっている処分場自体が不必要となることは明らかである。併せて、有限な地球の資源の浪費を避けられる。したがって、廃棄物問題を根本より解決するもっとも有効な政策は、企業自体にゴミ処理の責任を負わせること、すなわち自分が創造・流通させた物質は自分で回収・再使用（利用）することを義務づけることである。

　ところが、国は、ゴミ事態の発生を徹底して抑制するという資源循環型社会を目指すことなく、現在の大量生産・大量消費・大量廃棄社会を前提として、大型焼却炉による大量焼却を中心とした政策を打ち出している。国は、公共関与などを利用して、焼却炉を大型化・高度化させることにより、ダイオキシン類の発生量を「基準値」以下に抑えることができ、「安全」なゴミ処理ができると称している。しかし、有害物質に「安全地」がないこと、技術の高度化には限界があることは、これまでの公害闘争などの経験から明らかになっていることである。

　また、地球住民に対して、埋立て処分への理解を得るためには、廃棄物の一連の流れの中で最終処分場が必要であること、さらに、最終処分場の安全性に関する十分な情報の伝達が必要となる。そのため、その情報を伝え、住民が持つ不安や疑問について十分な対話を行うための適切な場を持つことが望ましい。その対話の場で、住民と行政との相互理解が得られるよう、合理的に問題を解決する努力をすることが大切である。

＝参考資料＝

「ゴミ処理広域化計画」　　山本節子著者

日向東臼杵郡南部広域連合

　　http://www.city.hyuga.miyazaki.jp/rengo/index.html
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